
亀山市税条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成３０年１２月２６日

 亀山市長  櫻  井  義  之

亀山市条例第３５号

亀山市税条例の一部を改正する条例

亀山市税条例（平成１７年亀山市条例第５０号）の一部を次のよ

うに改正する。

第１２条第１項中「によって」を「により」に改め、同条第３項

中「この節」の次に「（第４３条第１０項から第１２項までを除

く。）」を加える。

第１３条第１項中「によって」を「により」に改め、同項第２号

中「１２５万円」を「１３５万円」に改め、同条第２項中「控除対

象配偶者」を「同一生計配偶者」に改め、「得た金額」の次に「に

１０万円を加算した金額」を加える。

第１８条中「扶養控除額を、」の次に「前年の合計所得金額が

２，５００万円以下である」を加える。

第２１条中「所得割の納税義務者」を「前年の合計所得金額が

２，５００万円以下である所得割の納税義務者」に改め、同条第１

号ア及び第２号ア中「においては」を「には」に改める。

第２６条第１項中「の者」を「に掲げる者」に改め、同項ただし

書中「によって」を「により」に改め、「配偶者特別控除額」の次

に「（所得税法第２条第１項第３３号の４に規定する源泉控除対象

配偶者に係るものを除く。）」を加え、同条第３項中「によって」

を「により」に、「においては」を「には」に改め、同条第４項中

「によって」を「により」に、「においては」を「には」に、「に

第１項」を「に、同項」に改め、同条第５項から第７項までの規定

中「においては」を「には」に、「の者」を「に掲げる者」に改め

る。



第４３条第１項中「による申告書」の次に「（第１０項及び第１１

項において「納税申告書」という。）」を加え、同条に次の３項を

加える。

１０  法第３２１条の８第４２項に規定する特定法人である内国法

人は、第１項の規定により、納税申告書により行うこととされて

いる法人の市民税の申告については、同項の規定にかかわらず、

同条第４２項及び施行規則で定めるところにより、納税申告書に

記載すべきものとされている事項（次項において「申告書記載事

項」という。）を、法第７６２条第１号に規定する地方税関係手

続用電子情報処理組織を使用し、かつ、地方税共同機構（第１２

項において「機構」という。）を経由して行う方法その他施行規

則で定める方法により市長に提供することにより、行わなければ

ならない。

１１  前項の規定により行われた同項の申告については、申告書記

載事項が記載された納税申告書により行われたものとみなして、

この条例又はこれに基づく規則の規定を適用する。

１２  第１０項の規定により行われた同項の申告は、法第７６２条

第１号の機構の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。）に

備えられたファイルへの記録がされた時に同項に規定する市長に

到達したものとみなす。

附則第９条第１項中「得た金額」の次に「に１０万円を加算した

金額」を加える。

附則第１７条の２第１８項中「附則第１５条第４４項」を「附則

第１５条第４３項」に改め、同条第１９項中「附則第１５条第４７

項」を「附則第１５条第４６項」に改める。

附則第３３条第３項中「第３７条の７」を「第３７条の６」に、

「第３７条の９の４又は第３７条の９の５」を「第３７条の８又は

第３７条の９」に改める。

   附  則

 （施行期日）



第１条  この条例は、平成３１年１月１日から施行する。ただし、

次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

（１）附則第１７条の２第１８項及び第１９項の改正規定並びに附

則第３条の規定  平成３１年４月１日

（２）第１２条第１項及び第３項並びに第４３条第１項の改正規定

並びに同条に３項を加える改正規定並びに次条第３項の規定  

平成３２年４月１日

（３）第１３条 第１項第２号の改正規定、同条第２項の改正規定

（「得た金額」の次に「に１０万円を加算した金額」を加える

部分に限る。）並びに第１８条及び第２１条の改正規定並びに

附則第９条第１項の改正規定並びに次条第２項の規定 平成３３

年１月１日

 （市民税に関する経過措置）

第２条  この条例による改正後の亀山市税条例（以下「新条例」と

いう。）の規定（前条第３号に掲げる規定による改正後の亀山市

税条例の規定を除く。）中個人の市民税に関する部分は、平成３１

年度以後の年度分の市民税について適用し、平成３０年度分まで

の個人の市民税については、なお従前の例による。

２  新条例の規定（前条第３号に掲げる規定による改正後の亀山市

税条例の規定に限る。）中個人の市民税に関する部分は、平成３３

年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、平成３２年度

分までの個人の市民税については、なお従前の例による。

３  新条例第１２条第１項及び第３項並びに第４３条第１０項から

第１２項までの規定は、前条第２号に掲げる規定の施行の日以後

に開始する事業年度分の法人市民税及び同日以後に開始する連結

事業年度分の法人市民税について適用し、同日前に開始した事業

年度分の法人市民税及び同日前に開始した連結事業年度分の法人

市民税については、なお従前の例による。

 （固定資産税に関する経過措置）



第３条  平成２９年４月１日から平成３１年３月３１日までの期間

（以下この条において「適用期間」という。）に地方税法等の一

部を改正する法律（平成３０年法律第３号）第２条の規定による

改正前の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）附則第１５条第

４３項に規定する中小事業者等（以下この条において「中小事業

者等」という。）が取得（同項に規定する取得をいう。以下この

条において同じ。）をした同項に規定する機械装置等（以下この

条において「機械装置等」という。）（中小事業者等が、同項に

規定するリース取引（以下この条において「リース取引」とい

う。）に係る契約により機械装置等を引き渡して使用させる事業

を行う者が適用期間内に取得をした同項に規定する経営力向上設

備等に該当する機械装置等を、適用期間内にリース取引により引

渡しを受けた場合における当該機械装置等を含む。）に対して課

する固定資産税については、なお従前の例による。


